

















































































































































































19 退職給付のコストの決定 ●発生給付評価方式 ●予測給付評価方式
?
退職給付のコストの決定 ●予測給与に関する仮定を導 ●予測給与に関する仮定は


































親会社の営業と不可分で ●ヘッジされない限り，当該 ●それらが，大幅な通貨切下 ●繰延べて当期及び将来の
ある在外営業活動体の換 期間の損益に認識する。 げに対してヘッジする実際 期間の損益に認識する。

































25 長期投資の測定 ●取得原価で測定する。 ●再評価額で測定する。 △
長期投資として保有され ●取得原価で測定し，一時的 ●再評価額で測定する。 ●ポートフォリオ基準に基






短期投資の測定 ●時価で測定する。 ●個々の投資ごとに，取得原 ●ポートフォリオ基準に基













































































































































































































































































1AS 項　　　　　目 規定処理又は標準処理 認められる代替処理 除去された処理
2 棚卸資産の原価配分 ●先入先出法（FIFO）及 ●後入先出法（LIFO）及
び加重平均原価法 び基準在高法
開発費 ●開発費が特定の規準を満た ●特定の規準を満たす開発費
す口合には，資産として認 を，費用として認識する。
9 識し，規準を満たさない場
合には，費用として認識す
る。
借入費用 ●資産が意図したように使用 ■資産化規準を満たす借入費
又は販売するまでに相当の 用を，費用として認識す
期間を要するものは，当該 る。23
資産の原価の一部として認
識する。他の状況にあって
は，費用として認識する。
????????????????????
862
先的処理」と「認められた代替的処理」との調整が要求されていたが，
趣旨書では調整規定を要求しないこととした（para．11）。
　理事会としては，長期的にはすべての証券発行者に対して，国際会計
基準の規定処理および標準処理に準拠した財務諸表の提示を求める意向
である。しかし当面は，国内基準で作成した財務諸表の国際会計基準
（規定処理および標準処理）への調整，または国際会計基準（規定処理
および標準処理）による財務諸表の作成を要求しようとしている10S
COの活動を引き続き支持することとしている（para．19）。
　IASCではまた，　E32で扱っていない事項について新たな基準を
作り取扱範囲を拡充することとしている。現在のプmジェクトには，
ジョイント・ベンチャー，金融商品，キャッシュ・フロー計算書，無形
固定資産及び一株当り利益がある（para」6）。
5．わが国における国際会計基準の適用
　これまでの指摘から明らかなように，「趣旨書」で確定した会計処理のう
ちいくつかの事項は，わが国の現行会計規定・実務と異なっており，かなり
の影響を与えると思われる。
　まず，第2号における棚卸資産の原価配分につき，趣旨書はE32で認め
られていた後入先出法の採用を認めないこととした。
　次に，第11号における工事契約に関する収益および純利益の認識につき，
工事進行基準を規定処理とし，工事完成基準が除去された。ただ，これにつ
いては「工事契約の最終的な結果を確実に見積ることができない場合には，
収益は，回収可能な発生した原価の額まで認識しなければならない」（16）とい
う一文により，妥協したとされている（17）。
（16）国際会計基準委員会r財務諸表の比較可能書　趣旨書』，p．21．
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　同様に，第18号における役務の給付取引に関する収益の認識につき，進行
基準を規定処理とし，完了基準が除去された。なお，これについても上記の
第1！号と同様の妥協的措置がとられている。
　また，第21号における長期貨幣項目に関する外国為替の損益の認識につ
き，ヘッジされている場合等を除き，当期の損益として認識される。これ
は，取得時または発生時の円換算：額を付すこととしているわが国の処理とは
異なっている。
　検討が留保された「リースの会計処理」や「投資の会計処理」も，今後の
取り扱い次第では，わが国会計の実務や基本原則に大きな影響を及ぼすこと
が予想される。
　このように，E32とその後に公表された「趣旨書」は，会計基準の国際
的調和にとって画期的な役割を果たすと期待されるとともに，わが国の会計
実務に対して多大の影響を及ぼすものである。国際会計基準は，当面は，外
国での資金調達に際して作成される財務諸表についてのみ適用されることと
なるであろうが，国内と外国で開示される情報が異なるのはやはり望ましい
ことでない。いずれは，すべての上場会社に，国際会計基準に準拠した財務
諸表の作成を要求する必要が生じるであろう。
　わが国では，依然として，国際会計基準の国内化に否定的な態度がみられ
るのも事実である。しかし，あらゆる局面でわが国の国際的貢献が期待され
ている現在，わが国はこれまでのように受動的姿勢に終始するのではなく，
むしろ主張すべきことは主張しつつ，小異を捨て，会計基準の国際的調和に
向けて指導的役割を果たすべきであると考える。法規制の障壁を超えて国際
会計基準の国内化を始めるべき時が，いま到来しているのである。
（17）白鳥栄一「エASE32『財務諸表の比較可能性』の確定コ『企業会計』（1990年9
　月），P．l16．
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